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カーボンニュートラル社会における産業アーキテクチャカーボンニュートラルを踏まえたマクロトレンド認識

1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識

クルマの駆動システムの変化による電動アクスル市場の急拡大

 当該変化に対する経営ビジョン：

・電動化により市場が縮小していく自動車用特殊用鋼・鍛造品の商品力の強化
に加えて、当社の磁石素材の強みを活かした小型・軽量・省資源型、高効率
電動アクスル（モーターシステム）を開発、事業化し収益力を向上。

・既存電動アクスルの技術の延長では2030年以降の資源問題に対するソリュー
ションはないため、2026年までに技術確立し、2031年以降の事業化を推進。

（社会面）
• 地球温暖化防止のためのカーボンニュートラルへの取組みが加速
• 世界のCO2排出量376億5,360万トン、この内自動車分野は16％
→自動車の電動化へのニーズが高まり、電動車・インフラの導入が拡大

（経済面）
• 脱炭素化に向けて乗用車のEV化は急速に進展、EV市場が活性化
• 上記に伴い希土類資源枯渇リスクが再浮上、銅や電磁鋼板へのリスクも増大

（政策面）
• ハイブリッド車、電気自動車に対する税金の優遇処置が拡大
• カーボンニュートラル実現に向けた技術開発に対する政策支援（グリーンイノ
ベーション基金事業、等）

（技術面）
• EVの低コスト化･長航続距離化技術の開発
• 電動アクスルの技術開発・・・小型・軽量化、長航続距離化（高効率化）、
省資源化

 市場機会：
･カーボンニュートラル社会の実現に向け、自動車の電動化が拡大
・高リサイクル性、重希土類フリーおよび銅や電磁鋼板等の資源
使用量を低減可能な電動アクスルの需要が高まる

自動車産業はEV化に対応し産業アーキテクチャの構造が変化
・・・ｴﾝｼﾞﾝ車･ｴﾝｼﾞﾝ･ﾄﾗﾝｽﾐｯｼｮﾝ事業が縮小、EV･電動ｱｸｽﾙ事業が拡大

 社会・顧客・国民等に与えるインパクト
・EVの世界生産台数は2030年に3000万台規模に拡大
・上記に伴い、2030年頃に資源問題が顕在化
→自動車業界へゼロカーボン化・省資源化が強く求められる
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主なプレーヤー 課題

• 電費効率(CO2削減)
航続距離

• 省資源
• 低コスト化

• 高効率で小型軽量の
電動アクスル

• 省資源型の電動アク
スル

• 低コスト電動アクスル

想定ニーズ

市場概要と目標とするシェア・時期
・事業化予定時期：A・B・Cセグ向け電動アクスルをターゲットに2031年度以降
・候補顧客：素材・部品事業・・・OEM、メガサプライヤーを想定

電動アクスル事業（関連企業協業も含む）・・・OEMを想定

駆動システムの変化に伴い、小型・軽量・高効率化
のため、モーターの高速回転化に注力し差別化する

電動アクスル市場のセグメンテーション

1. 事業戦略・事業計画／（2）市場のセグメント・ターゲット

分類 ｼｽﾃﾑ出力(kW)

Aセグ 50～70

Bセグ 70～110

Cセグ 100～160

Dセグ 135～230

Eセグ 190～340

電動アクスル市場のうちA・B・Cセグをターゲットとして技術確立
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社会・顧客に対する提供価値 ビジネスモデルの概要（製品、サービス、価値提供・収益化の方法)と研究開発計画の関係性

1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル

製品：高速回転・小型・軽量・省資源型、高効率電動アクスル
電動アクスルの
小型軽量化による脱炭素化：

素材技術を活かした高速回転・小型化技術によるカーボンニュートラルに貢献する省資源電動アクスル事業を創出/拡大

ビジネスモデルの特徴：

独自性：素材技術の最大活用

新規性：超高速回転＋高減速による超小型化、省資源化

有効性：部品からのスモールスタート

実現可能性・継続性：既存サプライチェーン・関連企業との協業の最大活用、

希少資源、CNに対する社会要請の高まりに依存

収益化の方法：

１）既存サプライチェーンを活用したスモールスタート（2031年以降）

・素材、部品軸で事業化し、部品供給で量産技術基盤を確立

・電動アクスルの部品・組立ラインの建設

２）電動アクスルの事業展開（2040年）

急増する需要に対応し、関連企業との協業を最大活用した生産ライン建設・構築

３）グローバルへの事業展開（2041年以降）

・グローバル対応を含めて普及拡大を図る

・軽量効果で電力消費量低減

・素材使用量低減で省資源化

-重希土類フリー、

レアアース、電磁鋼板、銅など

・優れたリサイクル性



6

競合との比較自社の強み、弱み（経営資源）

自社の強み

• 80年以上に亘り、自動車用の部品・素材の高度な特性、性能に応
える

特殊鋼の設計、解析、評価技術と製造設備、ノウハウを豊富に保有

• 創業から、自動車の鉄スクラップを原料に、高品質な素材を製造し、

もう一度、自動車用に提供する資源循環型のモノづくり力

（サーキュラーエコノミーのDNAを有する企業）

• CASEに対応した鍛工一貫の強みを活かした部品開発力の強化によ
るインド・アセアン起点の新規ビジネスによるグローバル展開と拡大

1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング

素材メーカーの強みを活かして、社会・顧客に対して低消費電力・省資源な電動アクスルという価値を提供

自社の弱み及び対応

• 当社は電動アクスルのメーカではないため、システム周辺技術や

車両搭載技術に関する技術は有していない

⇒知見を有する業者、メーカとの連携に加えて大学等との

オープンイノベーション（共創研究）を最大限に活用し、事業に取組む

愛知
製鋼

ユニット
メーカ

（競合）

(現在)

• 素材技術と

プロセス技術

- 鍛鋼一貫の鋼材技

術とDyフリー異方性

ボンド磁石技術

(現在)

• 特殊鋼事業で培った
自動車関連の顧客
基盤

• 磁石事業での獲得し
た顧客基盤

(現在)

• 80年以上に亘り培っ
た高品質な素材・部
品を基軸としたサプラ
イチェーン

(現在)

• 特殊鋼製造に必要
な広大な敷地と鍛鋼
一貫の高品質な特
殊鋼、鍛造部品用
の造製設備

技術 顧客基盤 サプライチェーン その他経営資源

• 購入素材による電動
アクスル設計、評価、
解析技術

• 既存電動アクスル用

製造ラインおよび付

帯設備と要員

• 既存車両メーカ • 既存車両メーカ向け
電動アクスルのサプライ
チェーン

(将来)

• 鍛鋼一貫の素材技
術を強みを活かして
素材を進化させ差別
化した電動アクスルの
設計・評価・解析・
製造技術を構築

(将来)

• 既存顧客に当社電
動アクスル用素材、
部品の提供と電動ア
クスルの提供

• 新たに顧客基盤をグ
ローバルへ拡大

(将来)

• 現サプライチェーン
を最大限に活用し
部品・電動アクスル
を提供し貢献

• 新たなサプライ
チェーン構築とグ
ローバル化

(将来)

• 電動アクスル用に素
材・部品・電動アクス
ルに関する評価、解
析技術の構築と製造
設備と必要に応じた
要員対応（両利き
の経営）

ターゲットに対する提供価値
• 軽量効果で電力消費量低減
• 素材使用量低減で省資源化

-重希土類フリー、
レアアース、電磁鋼板、銅など

• 優れたリサイクル性
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1. 事業戦略・事業計画／（5）事業計画の全体像
９年間の研究開発・実証の後、2031年度頃のプレ商業実証、2030年代後半の投資回収を想定

プレ商業実証

2022
年度

2023
年度

2024
年度上

2024
年度下

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

2030
年度

2031
年度

2032
年度

2033
年度

2034
年度

2035
年度

2036
年度 計画の考え方・取組スケジュール等

売上高 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

・25年度以降、事業化に向けた取組
・31年度頃のプレ商業実証

研究開発費

・25年度以降、
客先との共同開発開始を想定

取組の段階

CO2削減効果

研究開発

投資計画

約１００億円

現行方式比約30%低減

要素技術開発 試作技術開発 生産技術開発 社会実装

・研究開発・実証完了後、2031年度頃のプレ商業実証、事業化可否を検討

・モーター用主要材料で資源リスクが顕在化する
段階に対応し、「小型・軽量・省資源型、高効
率次世代電動アクスル」を開発・技術実証を完
了後、社会実装。
・大幅なCO2削減に貢献

投資回収（2030年代後半）

※不確実性を前提とした上で、現時点での一定の仮定に基づき概算
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• 初期は、グループ内メーカへの部品事業化
（社会実装）を促進

• 将来的には、技術開発が進展し、電動アク
スル市場が急増することで、資源問題が顕
在化中で、当社の電動アクスル事業化への
要求が促進

• 電動アクスルの高速回転化・高減速化の技
術とノウハウを外販することで事業化を促進

研究開発・実証

取組方針

国際競争
上の
優位性

1. 事業戦略・事業計画／（6）研究開発・設備投資・マーケティング計画

研究開発段階から将来の社会実装（設備投資・マーケティング）を見据えた計画を推進

設備投資 マーケティング

• NEDO委託事業(’20.9~’22.2)で、高速
回転・高減速化技術によるAセグ電動アクス
ル（インバーター除）の機能実証で確立し
た技術をベースに車両搭載実証

• 電動アクスル用磁石の高性能化など要素技
術向上と制御などの周辺技術導入による、
電動アクスルの高出力化（Cセグ対応）と
高出力密度化、高効率化の実証

• 実証結果は、プレスリリース、講演・セミナー
などの手段で世界へ広く発信

• 既存技術の延長では2030年以降の資源問題に対するソリューションはないため、当社の電動アクスルの提供価値が事業化を促進できる可能性
• Dyフリー異方性ボンド磁石のリサイクル技術との組合せで、当社電動アクスルの市場価値が向上し事業化を促進する可能性
• 高速回転・高減速機に対応した磁石素材、特殊鋼の要素技術・プロセス技術の進化は、OEMに対して電動アクスルを差別化するコア商品として
国内への販売と国外への輸出できる可能性

2020年 2030年 2040年 2050年

2031年以降
当社電動アクス
ルの社会実装

2041年以降
グローバル事業展開

• 電動アクスル開発設備投資：
設計、評価、解析技術確立に向けた開発
設備の導入の実施

• 社会実装に向けた生産設備投資：
限られた投資で、部品製造ライン、組立ライ
ンの建設

• 急増する電動アクスル需要への対応：
グループ内生産の最適化の中で、状況に適
切に対応した投資で電動アクスル工場の建
設を推進

• グループ外OEM対応：
ライセンス許諾を併用し電動アクスルの普及
拡大を図る
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1. 事業戦略・事業計画／（7）資金計画

国の支援による小型・軽量・省資源型、高効率電動アクスル開発・実証完了後、
市場に対応し、最適な投資で社会実装を実現

※インセンティブが全額支払われた場合

2022
年度

2023
年度

2024
年度上

2024
年度下

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

2030
年度

2031
年度

2032
年度

2033
年度

2034
年度

2035
年度

事業全体の資金需要

（研究開発投資）

国費負担※
（補助）

自己負担

本事業期間にて小型・軽量・省資源型、高効率電動
アクスルを開発・実証完了させた後、プレ商業実証
（社会実装）に向けて、最適投資を行う。

約７０億円※

約３０億円

不確実性を前提とした上で、現時点での一定の仮定に基づき概算

約１００億円
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２. 研究開発計画
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2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

小型・軽量・省資源型、高効率電動アクスル開発というアウトプット目標を達成するために必要な複数のKPIを設定

＜軽量化（出力密度）＞ モーター単体：8.0kW/kg、電動アクスル（モーターシステム）：3.0kW/kg
＜効率＞ モーターシステム効率：85%以上

研究開発項目 KPI

アウトプット目標

・磁石粉末およびボンド磁石の目標の達成
・ボンド磁石の目標を達成する一体成形技術確立

【１】
電動アクス
ルの高効率
化・高出力
密度化技
術開発

KPI設定の考え方

・高速回転モーターの目標値の達成
・高減速機の目標値の達成

・電動アクスルの目標値を達成するためのモーター
周辺技術の確立

・電動アクスルの出力密度向上とシステム効率向上のために、磁石粉末の必要な性能向上を図る
・電動アクスルの目標達成のために必要なボンド磁石性能を設定し一体成形プロセス技術の影響確認

・モーターは、磁石等の要素技術を進化させ、必要な小型・軽量化・高効率化が達成できることを検証
・減速機は、電動アクスルの目標値を達成し、連続運転試験により信頼性を検証

・高速回転モーターに対応する為の周辺技術の必要な項目に対して影響を確認し、技術仕様の確立

研究開発内容

・車両搭載時の設定した検証項目に対する目標値の達成
・信頼性に関して設定した検証項目に対する目標値の達成

・電動アクスルを車両に搭載し、各種の基本特性を試験・評価し、実用性を確認
・車両走行モードを想定した電動アクスルを連続運転により信頼性を検証

Dyフリー異方性ボンド磁
石の実用化開発

高出力型高速回転モー
ターと減速機開発

高出力・高速回転モー
ター対応周辺技術開発

車両搭載実証と信頼性
向上開発

1

2

3

4

【２】
電動アクス
ルの車両搭
載性技術
開発
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KPI 現状 達成レベル
(2030年)

解決方法

TRL４相当
磁石粉末とボンド磁石
は要素技術開発中

TRL7相当
ボンド磁石の性能目
標達成し、高出力
モーターの目標達成
を試作実証にて確認

共創研究活用による開発の促進
• 磁石粉末の目標未達の原因把握し、方策実施で効果検証
• ボンド磁石の目標達への課題抽出し、対策実施で効果検証
ー 社会実装を想定した一体成形技術の確立

共創研究活用で確実に
目標達成
[仮説、メカニズム確立済、
要素技術開発中]

TRL4相当
車両搭載を想定した高
速回転モーター用の周
辺技術は未着手

TRL7相当
周辺装置の性能を
試作実証にて確認

専門業者および技術コンサル活用による技術導入による開発の促進
• 車両搭載を実現する為の周辺の技術を確立
• 周辺装置を設計、試作を行い試作実証を行う

専門業者と技術コンサル
の活用
[グループ会社との連携協
業も活用]

2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法を提案

TRL４相当
・小型出力の高速回
転モーター、高減速機
の機能実証完了
・高出力は未着手

TRL7相当
高出力化対応設計
を実施し、モーター、
減速機の目標値達
成を試作実証にて確
認

NEDO委託事業で確立した技術をベースに専門業者活用で開発促進
• 要素技術開発した素材の適用とモーター設計向上により電動アクス
ルの設計・製作を行う

• 製作した高出力型電動アクスルの機能、性能実証を行う

素材性能の向上と設計
技術の向上により目標を
達成
[NEDO委託事業で基本
設計技術を確立済、要
素技術開発中]

TRL4相当
・車両搭載は未着手
・信頼性評価未実施

TRL7相当
・当社電動アクスルの
車両搭載実証実施
・信頼性評価を実施
し目標達成を確認

• 車両への実機搭載し、走行実証
• 電動アクスルのベンチ評価による信頼性の検証

専門業者との連携と技術
コンサルの活用
[グループ会社との連携協
業も活用]

実現可能性
[根拠]

研究開
発項目

【１】
電動ア
クスルの
高効率
化・高
出力密
度化技
術開発

研究開発内容

Dyフリー異方
性ボンド磁石
の実用化開
発

高出力型高
速回転モー
ターと減速機
開発

高出力・高速
回転モーター
対応周辺技
術開発

車両搭載実
証と信頼性向
上開発

1

2

3

4

【２】
電動ア
クスルの
車両搭
載性技
術開発

・磁石粉末およびボンド磁石
の目標達成
・ボンド磁石の目標を達成す
る一体成形技術確立

・高速回転モーターの目標値
達成
・高減速機の目標値の達成

・電動アクスルの目標値を達
成するためのモーター周辺技
術の確立

・車両搭載時の設定した検
証項目に対する目標値達成
・信頼性に関して設定した検
証項目に対する目標値達成
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2. 研究開発計画／（3）実施スケジュール

複数の研究開発を効率的に連携させるためのスケジュールを計画

研究開発項目・事業規模 実施スケジュール

2021 2025 2030

研究開発期間（国費負担有）

実施主体

2032…

試作開始（生産技術開発）

詳細FS

事業化

研究開発項目 研究開発内容
(総事業規模/国費負担額)※

▼
コア技術ステージゲート
TRL4、５⇒TRL６

▼
走行実証

TRL５⇒TRL6

生産技術開発
走行実証とプレ
商業実証

検証項目の
KPI目標値

実装性
能評価

:ステージゲート審査

試作開始（生産技術開発）

試作開始（生産技術開発）

試作開始（生産技術開発）

▼
プレ商業化ステージゲート

TRL6⇒TRL7

【１】
電動アクスルの高効
率化・高出力密度
化技術開発

Dyフリー異方
性ボンド磁石
の実用化開
発

高出力型高
速回転モー
ターと減速機
開発

高出力・高速
回転モーター
対応周辺技
術開発

車両搭載実
証と信頼性向
上開発

1

2

3

4【２】
電動アクスルの車両
搭載性技術開発

詳細FS

詳細FS

・項目検討

詳細FS

・項目検討

・項目検討

・項目検討

詳細設計・製作

実証

検証項目の
KPI目標値

検証項目の
KPI目標値

検証項目の
KPI目標値

試作実証

実証

実証

実証

詳細設計・製作 試作実証

詳細設計・製作 試作実証

詳細設計・製作 試作実証

実装性
能評価

実装性
能評価

生産技術開発
走行実証とプレ
商業実証
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実施体制図 各主体の役割と連携方法

2. 研究開発計画／（4）研究開発体制

各主体の特長を生かせる研究開発実施体制と役割分担を構築

愛知製鋼株式会社

【助成先】

Ａ大学

【共同研究先】

各主体の役割
• 愛知製鋼株式会社（実施主体）
小型・軽量・省資源型、高効率電動アクスルの要素技術開発によりアウトプット目標を実証し、達成することを目指す

• 共同研究先 Ａ大学
共同研究先として、革新的な素材・部品・製品の研究開発を推進し、次世代電動アクスルを実現

研究開発における連携方法
• 月1回の定例指導会の実施
• 年２回のトップ報告会の実施
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研究開発項目 活用可能な技術等 競合他社に対する優位性・リスク研究開発内容

• 水素と磁石粉末の反応制御技術活用による高磁気特性発現に関する知見

• ボンド磁石のロータへの一体成形プロセス技術に関する知見

[優位性]

• 水素との反応制御技術による磁石粉末性能は世界最高レベル

• ボンド磁石の一体成形プロセスでの多数の実用化実績

[リスク]

• 焼結磁石に対するボンド磁石の優位性の確保

• ボンド磁石を活用した高速回転モーター設計に関する知見

• 高減速機の小型・軽量化に関する知見

• 軟磁性材料を有効活用による電動アクスルの性能向上に関する知見など

• 電動アクスルの高効率的な駆動に関する知見など

• 共創研究連携で得られた信頼性向上に関する知見

• 調査、技術コンサルで得られた車両搭載に関する知見

2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有

【１】
電動アクス
ルの高効率
化・高出力
密度化技
術開発

Dyフリー異方性
ボンド磁石の実
用化研究

高出力型高速
回転モーターと減
速機開発

高出力・高速回
転モーター用周
辺技術の開発

車両搭載実証と
信頼性向上開
発

1

2

3

4
【２】
電動アクス
ルの車両搭
載性技術
開発

[優位性]

• NEDO部素材事業での世界初
34,000rpm,高出力50kW実証実績

[リスク]

• 2万rpm以下の低速回転モーターに対する
当社電動アクスルの優位性の確保

[優位性]

• 高効率、高出力密度を可能とする技術

[リスク]

• 周辺技術に関する技術的優位性の確保

[優位性]

• 小型・軽量な電動アクスルの車両搭載性自
由度を拡大可能な技術

[リスク]

• 車両搭載性に関する技術的優位性の確保
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３．イノベーション推進体制
（経営のコミットメントを示すマネジメントシート）
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研究開発責任者と担当部署
・研究開発責任者：スマートカンパニー プレジデント

Ｃプレジデント：プロジェクト統括を担当

・担当チーム
・ビジネス企画：事業戦略、標準化戦略、顧客との連携、サプライチェーンの構築を担当

・モーターシステム開発：モーターシステム設計、試作、評価・実証を担当

・要素技術開発：素材をベースに要素技術・プロセス開発を担当
・研究機関大学連携：革新的な素材・部品・製品の研究開発推進の連携担当

部門間の連携方法
・毎月プロジェクト統括責任者への進捗報告
・随時、プロジェクト内での打合、連携推進

3. イノベーション推進体制／（1）組織内の事業推進体制

ＧＩプロジェクト統括責任者
（正） 代表取締役副社長 Ａ副社長
（副） 取締役・経営役員（開発本部長、ＣＳＯ） Ｂ経営役員
（副） 執行職 スマートカンパニー プレジデント Ｃプレジデント

プロジェクトリーダー
（正） 未来創生開発部 部長・オフィサー
（副） 未来創生開発部 EVモーター開発G長

事務局 技術統括部 技術企画室 室長

（１） ビジネス企画
リーダー Ｄ

（２） モーターシステム開発
リーダー Ｅ

（３） 要素技術開発
リーダー Ｆ

（４） 研究機関大学連携
事務局 Ｇ

NEDO 窓口
（１） PMS利用申請担当者： Ｈ
（２） 主任研究者： Ｉ
（３） 事業窓口： Ｊ
（４） 事務管理者： Ｋ
（５） 経理担当者： Ｌ
（６） 契約担当者： Ｍ

経営者のコミットメントの下、専門部署に複数チームを設置

組織内体制図 組織内の役割分担

代表取締役社長藤岡高広
（事業にコミットする経営者）
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経営者等による次世代電動アクスル高回転EVモーター事業への関与の方針

3. イノベーション推進体制／（2）マネジメントチェック項目① 経営者等の事業への関与

経営者等による具体的な施策・活動方針

経営者等の評価・報酬への反映（2022年9月愛知製鋼統合レポート2022抜粋）

役位に応じた基準額に査定を反映して決定される基本報酬(月額)に加え、
中長期業績に連動する短期インセンティブ(賞与) 、株式報酬としての中長
期インセンティブで構成している。

• 経営者のリーダーシップ
◆将来の成長に向けた経営戦略の策定（2022.8.31経営説明会資料抜粋）

事業の継続性確保の取組（2022年9月愛知製鋼統合レポート2022抜粋）

◆役員報酬・人事案策定委員会の設置
以下の項目の策定・運用を担う。
・役員報酬：報酬制度・報酬決定に関する基本方針、報酬体系、など
・役員人事：役員制度・体制に関する基本方針、

取締役・監査役の選解任案、後継者計画など
→計画的な役員人事計画に加え、その責務に必要な知識を付与するため
定期的な研修を行うなどの機会を設けている。

• 事業のモニタリング・管理

◆GI基金事業推進体制の設置 (p.17参照)
・特別プロジェクト組織を結成し、経営者の経営者のコミットメントの下推進。

◆地球環境会議（2022年9月愛知製鋼統合レポート2022抜粋）

・取締役会の監督下で社長を議長とする「地球環境会議」を中心に、PDCA
サイクルを効果的に回し、環境マネジメントを推進。
・地球環境会議では会社方針およびアイチ環境取り組みプランに基づき戦略
の実行や目標の設定、進捗状況の確認。
・6つの分科会を設置し、担当範囲を明確にすることで効率的・重点的に活動。

特殊鋼業界の課題 当社の強み

CASEで数量減少
CN対応
資源高騰・供給不安
設備の老朽化

・素材技術のDNAをベースとした他社と差別
化できる圧倒的技術力
・トヨタグループとの「すり合わせ」「協業」を活か
した素材・部品開発でグローバルに貢献

⇒将来の成長に向けた経営戦略：
『受け継がれてきた『素材技術のDNA』をベースに両利きの経営を実践』

既存ビジネス 新ビジネス

鍛鋼一貫の技術開発とトヨタグ
ループの強みを活かした経営戦
略により収益維持・拡大

素材技術のDNAを発展させた
CASEやCNに対応した製品開発
により収益拡大

⇒新ビジネス展開に向けた研究開発として以下テーマを位置付け
①次世代電動アクスル高回転EVモーター、他

◆環境マネジメント（2022年9月愛知製鋼統合レポート2022抜粋）

・2030年ビジョンの経営指針の1つである「持続可能な地球環境への貢献」
に向け、2025年までのアクションプランとして「アイチ環境取り組みプラン
2025」を策定。
・2025年までに達成する目標を定め、その実現に向け、「エコエネルギー」「エ
コプロダクション」「エコマネジメント」を3本柱として取り組みを推進。
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経営戦略の中核において次世代電動アクスル高回転EVモーター事業を位置づけ、広く情報発信

3. イノベーション推進体制／（3）マネジメントチェック項目② 経営戦略における事業の位置づけ

・カーボンニュートラルに向けた全社戦略
◆2050カーボンニュートラル達成に向けた取組み

（2021.9愛知製鋼統合レポート2021抜粋）

・2030年までにCO2排出量35%削減(2013年比）
・2050年をゴールとしたカーボンニュートラル実現に挑戦

◆環境マネジメント（2022年9月愛知製鋼統合レポート2022抜粋）

・2030年ビジョンの経営指針の1つである「持続可能な地球環境への貢献
に向け、2025年までのアクションプランとして「アイチ環境取り組みプラン
2025」を策定。
・2025年までに達成する目標を定め、その実現に向け、「エコエネルギー」「エ
コプロダクション」「エコマネジメント」を3本柱として取り組みを推進。

◆地球環境会議の設置

・事業戦略・事業計画の決議・変更
・2030ﾋﾞｼﾞｮﾝ、環境マネジメント等における事業方針・計画は、取締役会、
開発機能会議、事業企画会議等の承認を得て決議されている。

・地球環境会議では会社方針およびアイチ環境取り組みプランに基づき戦略
の実行や目標の設定、進捗状況を確認。事業環境の変化等に応じて事業
戦略･事業計画の見直しを実施。

・決議事項と研究開発計画の関係
・ 2022.8.31経営説明会において説明された経営戦略において、新ビジネス
展開に向けた研究開発として本開発が位置付けられている。

・情報開示の方法
・プレスリリースによる対外発表

*本プロジェクトに係るプレスリリース
世界初の34,000回転で40％小型化を実現するEV向け
電動アクスル 2021.1.7),

電動車普及拡大に貢献するDyフリーNd系異方性磁石粉末の
高性能化に成功 2021.2.9） 、他

・統合報告書、CSR報告書、有価証券報告書等による財務状況、収益
状況、敬愛課題や経営戦略、ガバナンス等の情報開示。

・ステークホルダーへの説明
・株主総会において株主・投資家と直接会話
・社長による決算説明の実施
・・・新ビジネスに向けた開発として本開発を紹介

・当社ウェブサイトにおける株主・投資家への情報開示
・・・当社ウェブサイトの技術開発ページに本開発取組みを掲載

取締役会等での議論 ステークホルダーに対する公表・説明
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機動的に経営資源を投入し、着実に社会実装まで繋げられる組織体制を整備

3. イノベーション推進体制／（4）マネジメントチェック項目③ 事業推進体制の確保

・実施体制の柔軟性の確保
-GI基金事業推進体制の設置 (p.17参照)

主軸となるEVモータ開発体に加えて、調達・総務・経理等の社内支援部
門と連携体制を取り、事業企画やサプライチェーン構築に対し柔軟に対応で
きる体制とした。

-2030ビジョンの策定（208年8月4日発表）

「ESG経営」における「持続可能な地球環境への貢献」の中で、「環境責任
を果たす(環境危険物質ゼロ化/自動車リサイクル100％)」「低炭素社会に
貢献(高いエネルギー効率 排熱利用、再生可能エネルギー)」を宣言。

-環境マネジメント（2022年9月愛知製鋼統合レポート2022抜粋）

・2030年ビジョンの経営指針の1つである「持続可能な地球環境への貢献
に向け、2025年までのアクションプランとして「アイチ環境取り組みプラン
2025」を策定。

・人材・設備・資金の投入方針
-人材の投入計画
電動アクスルを開発する専門部署を設置し、必要要員を確保している。今
後の状況に応じ、社内異動や社外専門家の更なる増員を行う。

-設備の投入計画
2030年以降の電動アクスル事業化を進める上で、必要な設備を投入して
いく。（既存設備の有効活用を含む）

-資金の投入計画（P.9参照）

・専門部署の設置
-「EVモータ開発室」の設置（2018年1月1日付）
・電動化に対応し、当社の磁粉、磁石および軟磁性の要素技術開発とボンド磁
石を活用した高速回転モータと高減速ギヤ開発を推進し2030年開発ビジョン
の実現を推進する。

-「GIプロジェクト」の発足（2022年8月1日付）
・本グリーンイノベーション基金事業採択に伴い、主軸となる上記のEVモータ開発
室に加えて、調達・総務・経理等の社内支援部門と連携体制を取り、社会実
装に向けた事業企画とサプライチェーン構築機能を付与し、本事業の開発と事
業化を促進。

・人材の育成
-2030年ビジョンに「人材育成」を加え、「専門性」と「基礎力」の両面から人材の育
成・確保を進め、世の中の変化に柔軟に対応する力を向上することを定めている。

-東北大学と「愛知製鋼×東北大学次世代電動アクスル用素材・プロセス共創研
究所」を設立。研究開発の加速と研究者の育成を促進。

-新人初等教育および中級技術者教育を策定し、技術・知的財産等に関する教
育を計画的に実施。

-自動車・ユニットメーカへの継続的な技術派遣を実施。
-大学留学による専門知識を有するスペシャリストの育成。

経営資源の投入方針 専門部署の設置
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4. その他
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4. その他／（1）想定されるリスク要因と対処方針

研究開発（技術）におけるリスクと対応

①要素技術力の不足
･･･大学との共創研究、協力会社による技術支援
②試作技術力の不足
・・・専門メーカ、業者との協業・連携
③開発工数の不足
・・・派遣･中途採用、社内異動による要員増強

実施計画の見直し、進捗管理の徹底

社会実装（経済社会）におけるリスクと対応

①車両実装技術力の不足
・・・関連企業との協業の最大活用して技術強化
社会実装に向けた３つのビジネスモデルによる推進

その他（自然災害等）研究開発（技術）段階
• 機能･製造コストの開発目標を予想困難な課題
が発生し、解決する方策が見いだせない場合

• 社会･経済情勢の著しいニーズの変化や予想困
難な事由の発生により開発の継続が困難な場合

社会実装（経済社会）段階

その他（自然災害等）のリスクと対応

①自然災害（地震、津波、等）による
開発設備損壊
・・・ ・大地震対応マニュアル、火災対応

マニュアルに従い復旧対応
・設備故障時のバックアッププラン(社外
施設活用、等）の策定

①電動アクスル

②部品

③素材

OEM

モーター

磁石ロータ

シャフト

磁粉・磁石 高強度シャフト・ギヤ鋼

OEM
メガサプライヤー

OEM
メガサプライヤー

ギヤ部品

リスクに対して十分な対策を講じるが、予想困難な事態に陥った場合には事業中止も検討

 事業中止の判断基準：

• 出口候補に対しQCD要件を達成する方策が
見いだせず社会実装が困難な場合

• 自然災害等により会社経営への深刻な
ダメージが発生した場合


